
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
国立大学教員による科研費採択の政策的意味に関する

統計解析

Author(s) 細坪, 護挙; 西井, 龍映

Citation 年次学術大会講演要旨集, 27: 78-83

Issue Date 2012-10-27

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/10979

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般講演要旨



― 78―

1F02 

国立大学教ဨࡿࡼ࡟科研㈝᥇ᢥࡢᨻ⟇ⓗព࿡࡟㛵ࡿࡍ⤫計ゎᯒ 

 
 ⣽ᆤ ㆤᣲ㸦ᩥ㒊科学┬ 科学ᢏ⾡ᨻ⟇研究所㸧ۑ

す஭ 㱟ᫎ㸦஑ᕞ大学 ࣜࢺࢫࢲࣥ࢖࣭࢔࢛ࣇ࣭ࢫ࣐研究所㸧 

 
1. 䛿䛨め䛻 

 科学ᢏ術政策研究所等のアン䜿ート調査等から、科研費制度

に対する研究者の評価は極めて高い。本発表では、科研費採択

と国公立大学教員の属性との関係を統計解析により、ᐈ観的に

示す。ᑗ来的には、国の他の➇த的㈨金制度や科学ᢏ術・学術

政策に対し、本研究にᇶ䛵くシ䝭䝳レーシ䝵ン㐙行で政策ᥦゝを

目ᣦす。 

 

2. ඛ⾜◊✲ 

Rao (1980), 山崎(1982) による、科学研究生⏘性に関する統

計学的検ウのඛ行研究で、論文数と学者数の関係として、㈇の

஧項分布の適合が主張されている。䛂科研費採択䛃は 䛂科学研

究生⏘性䛃自体ではなく、科研費の研究・分析は JSPS や NII で行

っている。しかし、統計解析はほと䜣ど見当たらない。 

 

3. ᶆᮏタィ 

 䛂全国大学職員㘓䛃(ᘅ₶社)などのᥖ㍕情報から観測年 9 時点

(88,91,94,97,00,03,05,06,08 年)8 ༊間での大学教員パ䝛ルデー

タ（高等教⫱教員異動データベース：HM-DB）を使用して、教員

の異動・᪼᱁を統計解析[1-5]した。本データはຓ教の把握率が

やや低いものの、それ以外の職位の把握率は高く、公的統計と

ẚ㍑可能なရ質である。 

本研究では HM-DB と科研費採択数を᥋⥆して使用する。科

研費制度も時代で変化してきた。今回は観測年を 1 年当たりとし、

௦⾲◊✲⪅䛸䛧䛶᥇ᢥ䛥䜜䛯༊㛫ᩘ(0-8 回,9 水準,以下括ᘼ内

数Ꮠは水準数)を目的変数とし、ㄝ明変量として 

䛆ほ ᫬㛫䛇として下記 2 変量 

[⤊ᖺ]䠖ほᐹ⤊஢年(8) 

[ほᐹ᫬Ⅼᩘ]䠖ほᐹ⤊஢䜎で䛾᥋⥆᫬Ⅼᩘ(8) 

䛆᭱㏆䛾≧ἣ䛇として下記 3 変量 

[ᡤᒓ኱Ꮫ]䠖ᅜ立大 G1・2・3・4 ➼[1-5,㝃㘓]➼䠄7䠅 

[኱Ꮫᆅᇦ]䠖㛵ᮾ䚸୰㒊䚸㏆␥䚸୰ᅜ・ᅄᅜ➼(6) 

[⫋఩]䠖研究科㛗➼䚸教ᤵ䚸෸教ᤵ䚸講ᖌ䚸ຓ教(5) 

䛆出㌟ᒓᛶ䛇として下記 5 変量 

[ୡ௦]䠖↝㊧(35-46 年)䚸ᅋሢ(47-49 年)䚸䛧䜙䛡(50-64 年)䚸 

䝞䝤ル(65-69 年)䚸ịἙᮇ(70-86 年)➼(6) 

[ᏛṔ]䠖博ኈ䚸ಟኈ䚸学ኈ䚸䛭䛾௚(4) 

[ฟ㌟኱Ꮫ]䠖⮬ᰯ出㌟䚸እᅜ大学➼(9) 

[ฟ㌟኱Ꮫᆅᇦ]䠖㛵ᮾ䚸୰㒊䚸㏆␥䚸እᅜ➼(7) 

[ศ㔝]䠖ᩘ学䚸⥲ྜ㡿ᇦ䚸」ྜ᪂㡿ᇦ䚸ேᩥ学➼(11) 

䛆⤒⦋䛇として下記 3 変量 

[␗ືᅇᩘ]䠖大学㛫䛾␗ື回ᩘ(5) 

[᪼᱁ᅇᩘ]䠖ほᐹᮇ㛫୰䛾᪼᱁回ᩘ(5) 

[᪼᱁䝟䝇]䠖ほᐹ᭱ึ・᭱ᚋ䛾⫋఩䛾⤌䜏ྜ䜟䛫(20) 

の計 13 共変量を作ᡂした ( n = 110,056 )。 

 

4. ඲య䛚䜘䜃ศ㔝䛤と䛾᥇ᢥᩘ䛾ศᕸ᥎ᐃ 

 科研費採択件数と教員数をẚ㍑すると、代表者採択数 0 件が

多い。そこで 8 ༊間の科研費採択数と教員数の観測合計್に対

して、PO,NB,ZIP(zero-inflated PO), ZINB(zero-inflated NB)のパ

ラ䝯ータを推定すると図 1 となる。ここで、 

 

 

 

 

 

 
図 1 科研費代表者採択数と国立大学教員数の分布 

 

であり、䃜を zero-inflate 確率という。BIC の್は、PO: 358089 (䃜

=0), NB: 323129(䃜=0), ZIP: 318749(䃜= 0.4384), ZINB: 

318080(䃜=0.4058) となり、zero-inflated models がより重要なモ

デルであると判明した。PO と NB の差ほど ZIP と ZINB に差は見ら

れない。 

分野䛤との分布は図 2 となり、各分野での最適モデルとその

zero-inflate 確率を調べると、表 1 となり PO より NB の方がⰋいが、

前の分布適合にẚべると、差は小さい。一部の分野では ZIP の方

が ZINB より最適になる。また、0 件構造は専門分野に大きく౫存

している。 

 
図 2 分野䛤との科研費代表者採択数と国立大学教員数の分布 

 

 
表 1 最適モデル(PO, NB, ZIP, ZINB)とゼロインフレート確率 

 

この分野の違いの理由の可能性には、医歯薬学では大学㝃

属病院の医ᖌを含むこと、実㦂⣔と理論⣔科学、学問における

科研費の性᱁の違いが考えられる。 

0

0

0

ZIP PO  
( 0) (1 ) ( 0)
( )      (1 ) ( )   ( 1, 2,...)

Y Y
P Y P Y
P Y k P Y k k

Q Q
Q

  � �  
  �   

� �ࡣ࡜� ࡁ࡜ࡢ



― 79―

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本研究のᣐり所となる HM-DB, 科研費データでは、教員の研

究特性の理論・実㦂の別は不明である。 

 

5. PO, NB, ZIP ᅇᖐとከ㡯䝻䝆䝇䝔䜱䝑䜽ᅇᖐ 

ここでは、科研費代表者採択数を PO, NB, ZIP 回帰する。2.で

作ᡂした 13 変量の線形項で一般化線形モデル[8-9]を適ᛂする

と、水準数が多す䛞たり統計学的意義の乏しい変量により、不Ᏻ

定な推定モデルとなる。 

そこで、まず、主効果モデルを網羅計算 213=8192 式の BIC を

求め、最適モデルを᥈⣴する。すると、 

PO 回帰：276504(-[職位], df=84) 

NB 回帰: 273652(-[職位]-[大学地域],df=79) 

ZIP 回帰: 271823(-[出㌟大学地域]-[᪼᱁パス],df=65, 

本研究では ZIP 回帰は母数䃛に対してのみ行う) 

ただし、-[職位]はㄝ明変数から[職位]を㝖くことを意味する。

PO より NB の方が適合はⰋいが、4.の分布適合にẚべると差は

小さくなっている。この 3 つでは ZIP が最適であり、以降は ZIP を

使う。 

一方、zero-inflate も含めた時⣔ิ的により柔軟なモデル化も

考えられる。ここでは、科研費採択回数 0, 1,…,8 をカテゴリとし

た下記の多項ロジスティック回帰(Logit)である。 

 

 

 

 

多項ロジスティックモデル(Logit)によるㄝ明変数の㑅択では、

科研費採択数 0 件で inflate していることから、目的変数を科研費

採択 0 件に対する他の採択数とし、13 ㄝ明変量から、Logit 推定

[10-11]する。この計算では上記 ZIP と同䛨く BIC をモデル評価ᣦ

ᶆとし、網羅計算による最適モデル᥈⣴を行う。その結果、採択

数と、よりᙉい関㐃のある共変量をᣢつ異なるモデルとして、 

Logit: 264530 (-[大学地域]-[出㌟大学]-[出㌟大学 

地域]-[᪼᱁回数]-[᪼᱁パス], df=376) 

が得られた。この Logit モデルは上記の PO, NB, ZIP より適ษで

ある。ㄝ明変量と目的変量を᭩くと、 

[⛉௦] ~ [⤊ᖺ]+[ほᐹ᫬Ⅼᩘ]+[ᡤᒓ኱Ꮫ]+[ୡ௦]+[⫋఩] 

+[ᏛṔ]+[ศ㔝]+[␗ືᅇᩘ] 

となる。 

 次に、統計学的に意義の乏しいㄝ明変量の水準を統合する。

本研究では (1)変量内の水準統合、と (2)モデルの水準統合を

分けて考える。構造的な問題を㑊けるため、[終年]、[観ᐹ時点

数]の 2 変量は統合の対象外とする。(1)では、 

1) 前モデルの変量内の各水準間に順ᗎを設定する 

2) 水準間の効果差(推定್差)が小さい水準を統合する 

3) BIC が増加に㌿䛨るまで、1)-2)を反᚟ 

(2)では、BIC の低下が大きな変量から順に水準統合する。前述

の Logit モデルでは、[異動回数㼉 䊻 㼇学Ṕ㼉 䊻 㼇所属大学㼉 䊻 㼇世

代㼉 䊻 㼇分野]の順となる。水準統合により BIC は 263693 (df = 

288)にまで低下し、本研究の最適モデルとなった。また、各変量

で統合された水準(・)は次のとおり。水準の順番は採択数への正

の影響順。 

[ᡤᒓ኱Ꮫ]䠖ᅜ❧኱ G1, G2, G3, ⚾❧኱, G4䞉බ❧኱, ኱Ꮫᰯ➼ 

[ୡ௦]䠖ịἙᮇ, 䝞䝤䝹, 䛧䜙䛡, ↝㊧䞉ᅋሢ, ኱ṇ᫛࿴୍᱆ 

[ᏛṔ]䠖༤ኈ, ಟኈ䞉䛭䛾௚, Ꮫኈ 

[ศ㔝]䠖་ṑ⸆Ꮫ, ㎰Ꮫ, ⏕≀Ꮫ䞉໬Ꮫ䞉ᕤᏛ, ⥲ྜ㡿ᇦ䞉 

≀⌮⣔⛉Ꮫ, 」ྜ᪂㡿ᇦ䞉ᩘᏛ, ே文Ꮫ䞉♫఍⛉Ꮫ, 

[␗ືᅇᩘ]䠖1 ௨ୖ, 0 

この係数推定್を表 2 に示す。この水準統合から、科研費代表

者となる教員の異動䛂回数䛃は関係なく、᭷無しか意味がないと分

かる。 

 

表 2 Logit 最適モデルの係数推定್ 

 

  また、上記 Logit の最適モデルで ZIP と ZINB 回帰を行うと、

ZINB (272701, df = 37)、ZIP (272712, df = 38)となる。同ᵝに ZIP

の最適モデルの水準を統合し、䠨ogit に຾るかを調べた。ZIP 最

適モデルの水準統合は、[分野㼉 䊻 㼇出㌟大学㼉 䊻 㼇大学地域㼉 䊻 

[所属大学㼉 䊻 㼇世代㼉 䊻 㼇᪼᱁回数] 䊻 㼇異動回数]の順となる。

水準統合により BIC は 271671(df = 48)にまで低下するが、上記の

Logit モデルには及ばない。また、各変量で統合された水準(・)は

次のとおり。水準の順番は採択数への正の影響順(以下同䛨)。 

[所属大学]：国立大 G1, G2, G3・私立大, G4・公立大,大学ᰯ等 

[大学地域]：関東・୰部, 近␥, 北海道/東北・୰国/ᅄ国・九州 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, しらけ, 大正᫛࿴一᱆・↝㊧・ᅋሢ 

[出㌟大学]：国立大 G1, 自ᰯ出㌟, G2・G3, 公立大・外国大学, 

 G4・私立大, 大学ᰯ等 

[分野]：医歯薬学, 生≀学・農学, 化学・工学, 総合領域・複合 

新領域・≀理⣔科学, 数学, 社会科学, 人文学 

[異動回数]：2・3, 1, 4 以上, 0 

[᪼᱁回数]：0, 1, 2・3, 4 以上 

 

6. ศ㔝䛤と䛾ㄝ᫂ኚᩘ䛾㑅ᢥとỈ‽䛾⤫ྜ 

 5.で、全体をㄝ明するには ZIP より Logit（多項ロジット回帰）モ

デルの方が適ษと判明したが、4.に示したとおり、専門分野にᛂ

䛨て zero-inflate 確率は大きく異なっており、これは、0 件採択者

の事情が分野間で大きく異なることを示唆する。そのため、分野

別の解析も必要となる。全体の結果と異なり、分野に分けると、全

分野で Logit より ZIP の方がよいモデルとなる。また、Logit では、

各分野最適モデルの BIC 合計್(277009)䠚全分野の BIC 

(264530, df =376)となる一方、ZIP では、各分野最適モデルの

BIC 合計್(271430)䠘全分野の BIC(272664, df =48)となり、分野

別解析で ZIP モデルを使用することが適ษと分かる。しかし、水準

統合で逆転することもある。そこで次に、ZIP, Logit モデルに対し

て分野別に水準統合と交互作用項の検証を行う。 

 こうして、分野ẖの網羅計算による最適モデル᥈⣴を行う。以

下に、採択数とよりᙉい関㐃のある共変量をᣢつ異なるモデルを

示す。 

 

6.1 ⥲ྜ㡿ᇦ(n= 8490)䠖 

【Logit】[科代]~[観ᐹ時点数]+[学Ṕ](BIC=24193,df=88) 

【ZIP】[科代]~[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位]+[学Ṕ] 

(BIC=23911,df=27) 

総合領域の ZIP モデルの水準統合は[所属大学㼉 䊻 㼇世代㼉 䊻 

[職位]の順であり、各変量で統合された水準(・)は次のとおり。 

[所属大学]：国立大学 G1, G2, G3・私立大学・大学ᰯ等, G4・公

立大学 

1,

0, 1,

 ( , )  

([ ] )ln( ) ,  ( , ) ,  1,2, ,8
([ ] 0)

t
i i ip

t t
i k k k k kp

p x x x i

P k x k
P

    

 

 
   

 



 
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[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, しらけ・ᅋሢ, ↝㊧・大正᫛࿴一᱆ 

[職位]：研究科長等, 教授, 准教授・ຓ教・ㅮᖌ 

この結果 BICは 23866(df=20)まで低下する。2 次交互作用項は存

在しない。また、Logit で水準統合すると BIC は 24140 (df=80)とな

り ZIP に及ばず、2 次交互作用項も存在しない。 

 

6.2 」ྜ᪂㡿ᇦ(n=4628): 

【Logit】[科代]~[観ᐹ時点数]+[学Ṕ](BIC=14802,df=88) 

【ZIP】[科代]~[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位]+[学Ṕ] 

+[異動回数](BIC=14231,df=31) 

複合新領域の ZIP モデルの水準統合は[所属大学㼉 䊻 㼇世代] 

䊻 㼇職位㼉 䊻 㼇異動回数㼉 䊻 㼇学Ṕ] の順であり、各変量で統合さ

れた水準(・)は次のとおり。 

[所属大学]：国立大学 G1, G2, G3, G4・公立大学・私立大学・大

学ᰯ等 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, しらけ・大正᫛࿴一᱆, ↝㊧・ᅋሢ 

[職位]：研究科長等, 教授, 准教授, ຓ教・ㅮᖌ 

[異動回数] : 3, 1・2, 0, 4 以上 

[学Ṕ] : 博士, 修士・その他, 学士 

この結果 BICは 14171(df=23)まで低下する。2 次交互作用項は存

在しない。また、Logit で水準統合すると BIC は 14738 (df=80)とな

り ZIP に及ばず、2 次交互作用項も存在しない。 

 

6.3 ே文Ꮫ(n=15165): 

【Logit】[科代]~[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[学Ṕ] 

(BIC=29403,df=176) 

【ZIP】[科代]~[終年]+[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位] 

+[学Ṕ]+[異動回数](BIC=29112,df=38) 

人文学の ZIP モデルの水準統合は[所属大学㼉 䊻 㼇異動回数] 

䊻 [世代㼉 䊻 㼇職位㼉 䊻 㼇学Ṕ] の順であり、各変量で統合された

水準(・)は次のとおり。 

[所属大学]：国立大 G1・G2・私立大, G3・G4・大学校等, 公立大 

[世代]：氷河期, バブル, しらけ, 大正昭和一桁・焼跡・団塊  

[職位]：研究科長等, 教授, 准教授・助教, 講師 

[学歴]：博士, 修士, 学士・その他  

[異動回数]：2・3, 1, 0・4 以上 

この結果 BICは29027(df=28)まで低下する。2 次交互作用項は存

在する。モデルが大きいため、3 項までは網羅計算で求め, 4 項

以上は BIC 変数増加法とする(以下同じ)。すると、 

୺ຠᯝ㡯 + [኱Ꮫ] : [ୡ௦] + [ୡ௦] : [ᏛṔ]  

+ [኱Ꮫ] : [ᏛṔ] (BIC = 28936, df = 44) 

が最適となる。交互作用項の推定್は表 3 となる。 

 

 
 

 

 
表 3 人文学の ZIP2 次最適モデルの交互作用項の推定್ 

 

一方、Logit で水準統合すると BIC は 29183(df=136)となり ZIP

に及ばず、2 次交互作用項も存在しない。 

 人文学の特徴として、採択数への私立大学の果たすᙺ割が大

きく、ㅮᖌの科研費取得数がᑡない。これはㄒ学教員の影響によ

るものと考えられる。また、ᇶ本的に大学教員は世代が最近にな

るにつれ、博士号取得者が多いが、人文学で科研費取得と博士

号取得、世代間には⡆単な線形関係はない。人文学における博

士号取得システムが単⣧ではないことを示唆する。 

 

6.4 ♫఍⛉Ꮫ(n=14567)䠖 

【Logit】[科代]~[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[学Ṕ] 

(BIC=34713,df=176) 

【ZIP】[科代]~[終年]+[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位] 

+[学Ṕ](BIC=34597,df=34) 

社会科学の ZIP モデルの水準統合は[世代㼉 䊻 㼇所属大学㼉 䊻 

[職位] の順であり、各変量で統合された水準(・)は次のとおり。 

[所属大学]：国立大学 G1, G2・私立大学, G3・G4, 公立大学, 

大学ᰯ等 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, 大正᫛࿴一᱆・↝㊧・ᅋሢ・しらけ 

[職位]：研究科長等, 教授, 准教授, ຓ教・ㅮᖌ 

この結果 BICは 34554(df=28)まで低下する。2 次交互作用項は存

在しない。 

一方、Logit で水準統合すると BIC は 34393(df=136)となり ZIP

に຾る。Logit モデルの水準統合は[所属大学㼉 䊻 㼇学Ṕ㼉 䊻 㼇世

代]の順であり、各変量で統合された水準(・)は次のとおり。 

[所属大学]：国立大学 G1, G2, G3・G4・私立大学, 公立大学・大

学ᰯ等 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, 大正᫛࿴一᱆, しらけ, ↝㊧・ᅋሢ 

[学Ṕ]：博士, 修士, 学士・その他 

各分野の Logit では 2 次交互作用項は存在しない。これは分

野を問わない。なぜならば、Logit の交互作用モデルでは科研費

採択数と時間に౫存するゼロ制約項(0 と置くべき項)が⇿発的に

増加し、無制約下の現行モデルでは不要な推定母数が増え、

ZIP より不฼になるためと考えられる。理論上、これらを推定モデ

ルから省くことは可能である。当ヱ母数は推定モデルに最初から

存在しないと見なせばよい。しかし、実㝿の計算では実現できて

いない。 

 

6.5 ᩘᏛ(n=2953)䠖 

【Logit】[科代]~[世代]+[職位](BIC=8733,df=80) 

【ZIP】[科代]~[終年]+[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代] 

+[職位]+[学Ṕ](BIC=8013,df=34) 

数学の ZIP モデルの水準統合は[所属大学㼉 䊻 㼇世代㼉  䊻 

[職位㼉 䊻 㼇学Ṕ] の順であり、各変量で統合された水準(・)は次

のとおり。 

[所属大学]：国立大学 G1・G2・私立大学, G3・G4・公立大学, 大

学ᰯ等 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, しらけ, ↝㊧・ᅋሢ, 大正᫛࿴一᱆ 

[職位]：研究科長等, 教授, 准教授, ຓ教・ㅮᖌ 

[学Ṕ]：博士, 学士・修士, その他 
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この結果 BIC は 7966(df=27)まで低下する。2 次交互作用項は存

在しない。また、Logit で水準統合すると BIC は 8653 (df=64)となり

ZIP に及ばない。 

 

6.6 ≀⌮⣔⛉Ꮫ(n=6557): 

【Logit】[科代]~[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位] 

             (BIC=19950,df=184) 

【ZIP】[科代]~[終年]+[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位] 

+[学Ṕ](BIC=19186,df=34） 

≀理⣔科学の ZIP モデルの水準統合は[所属大学] 䊻 㼇世代] 

䊻 㼇職位㼉 䊻 㼇学Ṕ]の順であり、各変量で統合された水準(・)は次

のとおり。 

[所属大学]：国立大学 G1, G2・私立大学, G3・G4・公立大学, 大

学ᰯ等 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, しらけ, 大正᫛࿴一᱆・↝㊧・ᅋሢ 

[職位]：研究科長等, 教授, 准教授, ຓ教・ㅮᖌ 

[学Ṕ] : 博士, 修士・その他, 学士 

この結果 BIC は 19121(df=26)まで低下する。2 次交互作用項を入

れた最適モデルは次のとおり。 

୺ຠᯝ㡯 + [ୡ௦] : [ᏛṔ] (BIC = 19119, df = 29) 

交互作用項の推定್は表 4 となり、≀理⣔科学では世代を㐳る

ほど、高学Ṕ者の採択数が増える。 

 一方、Logit で水準統合すると BIC は 19649(df=144)となり ZIP

に及ばない。 

 
表 4 ≀理⣔科学の ZIP2 次最適モデルの交互作用項の推定್ 

 

6.7 ⏕≀Ꮫ(n=3890)䠖 

【Logit】[科代]~[観ᐹ時点数](BIC=11833,df=64) 

【ZIP】[科代]~[終年]+[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位] 

+[学Ṕ]+[異動回数]+[出㌟地](BIC=11148,df=44） 

生≀学の ZIP モデルの水準統合は[所属大学㼉 䊻 㼇異動回数] 

䊻 㼇世代㼉 䊻 㼇出㌟地㼉 䊻 㼇職位㼉 䊻 㼇学Ṕ] の順であり、各変量

で統合された水準(・)は次のとおり。 

[所属大学]：国立大学 G1・G2, 公立大学・私立大学・大学ᰯ等, 

G3・G4 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル・大正᫛࿴一᱆, ↝㊧・ᅋሢ・しらけ 

[職位]：研究科長等, 教授, 准教授, ຓ教・ㅮᖌ 

[学Ṕ] : 博士, 修士・その他, 学士 

[出㌟地] : 関東, 外国, ୰部・近␥, 北海道/東北・九州, ୰国

/ᅄ国 

[異動回数] : 1・2・3・4 以上, 0 

この結果 BIC は 11045(df=30)まで低下する。2 次交互作用項を入

れた最適モデルは次のとおり。 

୺ຠᯝ㡯 + [኱Ꮫ] : [␗ືᅇᩘ] + [ᏛṔ] : [␗ືᅇᩘ] 

(BIC = 11026, df = 34) 

交互作用項の推定್は表 5 となり、生≀学では科研費取得数の

ᑡない大学や、学Ṕの低く、1 回以上異動する教員は科研費取

得しやすい。 

一方、生≀学の Logit モデルは水準統合できない。 

 

 
表 5 生≀学の ZIP2 次最適モデルの交互作用項の推定್ 

 

6.8 ໬Ꮫ(n=4986)䠖 

【Logit】[科代]~[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位] 

             (BIC=13877,df=184) 

【ZIP】[科代]~[終年]+[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位] 

+[学Ṕ]+[異動回数]+[出㌟地]+[᪼᱁回数] 

(BIC=13075,df=48) 

化学の ZIP モデルの水準統合は[出㌟地㼉 䊻 㼇所属大学㼉 䊻 

[異動回数㼉 䊻 㼇世代㼉 䊻 㼇᪼᱁回数㼉 䊻 㼇職位] 䊻 㼇学Ṕ] の順で

あり、各変量で統合された水準(・)は次のとおり。 

[所属大学]：国立大学 G1, G2・私立大学, G3・G4・公立大学・大

学ᰯ等 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, 大正᫛࿴一᱆・しらけ, ↝㊧・ᅋሢ 

[職位]：研究科長等, 教授, 准教授, ຓ教・ㅮᖌ 

[学Ṕ] : 博士, 修士・その他, 学士 

[出㌟地] : 関東・近␥・外国, 北海道/東北・୰部・九州, ୰国/

ᅄ国 

[異動回数] : 1・2・3・4 以上, 0  

[᪼᱁回数] : 0, 1, 2・3・4 以上 

この結果 BIC は 12945(df=31)まで低下する。2 次交互作用項を入

れた最適モデルは次のとおり。 

୺ຠᯝ㡯 + [኱Ꮫ] : [␗ືᅇᩘ] + [ୡ௦] : [⫋఩] 

(BIC = 12865, df = 40) 

交互作用項の推定್は表 6 となる。 

 
表 6 化学の ZIP2 次最適モデルの交互作用項の推定್ 

 

一方、Logit で水準統合すると BIC は 13568(df=144)となり ZIP

に及ばない。 

 

6.9 ᕤᏛ(n=11879)䠖 

【Logit】[科代]~[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位]+[学Ṕ] 

(BIC=34315,df=208） 

【ZIP】[科代]~[終年]+[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位] 

+[学Ṕ]+[異動回数]+[᪼᱁回数] 

(BIC=33927,df=42) 

工学の ZIP モデルの水準統合は[異動回数㼉 䊻 㼇᪼᱁回数㼉 䊻 

[世代㼉 䊻 㼇所属大学㼉 䊻 㼇学Ṕ] 䊻 㼇職位] の順であり、各変量で

統合された水準(・)は次のとおり。 

[所属大学]：国立大 G1, G2, 私立大, G3・G4・公立大, 大学ᰯ

等 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, しらけ, 大正᫛࿴一᱆・↝㊧・ᅋሢ  

[職位]：研究科長等, 教授, 准教授, ຓ教・ㅮᖌ 

[学Ṕ]：博士, 修士, 学士・その他  

[異動回数]：0・3・4 以上, 1・2 

[᪼᱁回数]：0, 1, 2・3・4 以上 



― 82―

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この結果 BIC は 33839(df=31)まで低下する。2 次交互作用項を入

れた最適モデルは次のとおり。 

୺ຠᯝ㡯 + [኱Ꮫ]:[␗ືᅇᩘ] + [ୡ௦]:[⫋఩]  

+ [⫋఩]:[ᏛṔ] + [␗ືᅇᩘ]:[᪼᱁ᅇᩘ] 

(BIC = 33565, df = 48) 

交互作用項の推定್は表 7 となり、工学では᪼᱁すると科研費

採択数が減るᶍᵝ。ᇶ本的に職位が高くなるほど科研費の取得

が多くなるが、工学では若い世代が科研費を取得する傾向がᙉ

く、高い職位になると科研費以外のグラントに申請するのではな

いかと考えられる。 

 
表 7 工学の ZIP2 次最適モデルの交互作用項の推定್ 

 

一方、Logit で水準統合すると BIC は 33813(df=152)となり ZIP

に຾る。Logit モデルの水準統合は[所属大学㼉 䊻 㼇世代㼉 䊻 㼇職

位㼉 䊻 㼇学Ṕ]の順であり、各変量で統合された水準(・)は次のとお

り。 

[所属大学]：国立大 G1, G2・私立大, G3・G4・公立大, 大学ᰯ等 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, しらけ, 大正᫛࿴一᱆・↝㊧・ᅋሢ 

[職位]：研究科長等, 教授, 准教授, ຓ教・ㅮᖌ 

[学Ṕ]：博士, 修士・その他, 学士 

結果、科研費採択数への私立大学の果たすᙺ割が大きいことが

分かる。 

 

6.10 ㎰Ꮫ(n=5087)䠖 

【Logit】[科代]~[観ᐹ時点数]+[学Ṕ](BIC=16289,df=88) 

【ZIP】[科代]~[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位]+[学Ṕ] 

(BIC=15646,df=27） 

農学の ZIP モデルの水準統合は[所属大学㼉 䊻 㼇世代㼉 䊻 㼇職

位㼉 䊻 㼇学Ṕ] の順であり、各変量で統合された水準(・)は次のと

おり。 

[所属大学]：国立大学 G1, G2・私立大学, G3・公立大学, G4, 大

学ᰯ等 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, ᅋሢ・しらけ, 大正᫛࿴一᱆・↝㊧ 

[職位]：研究科長等, 教授, 准教授, ຓ教・ㅮᖌ 

[学Ṕ] : 博士, 修士・その他, 学士 

この結果 BIC は 15604(df=21)まで低下する。2 次交互作用項を入

れた最適モデルは次のとおり。 

୺ຠᯝ㡯 + [ୡ௦] : [⫋఩] (BIC = 15599, df = 28䠅 

交互作用項の推定್は表 8 となり、世代が若くて職位が高い⛬、

科研費取得数が多い。 

 
表 8 農学の ZIP2 次最適モデルの交互作用項の推定್ 

 

一方、Logit で水準統合すると BIC は 16229(df=80)となり ZIP

に及ばない。 

 

6.11 ་ṑ⸆Ꮫ(n=31854)䠖 

【Logit】[科代]~[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位]+[学Ṕ] 

(BIC=68901,df=208) 

【ZIP】[科代]~[終年]+[観ᐹ時点数]+[所属大学]+[世代]+[職位] 

+[学Ṕ]+[出㌟大学](BIC=68584,df=42) 

医歯薬学の ZIP モデルの水準統合は[出㌟大学㼉 䊻 㼇所属大

学㼉 䊻 㼇学Ṕ] の順であり、各変量で統合された水準(・)は次のと

おり。 

[所属大学]：国立大 G1, G2, G3, 公立大・私立大, G4・大学ᰯ等 

[学Ṕ]：博士, 学士・修士・その他 

[出㌟大学]：国立大 G1, G2・G3・公立大・外国大学・自ᰯ,  

 G4・私立大学, 大学ᰯ等 

この結果 BIC は 68498(df=33)まで低下する。2 次交互作用項を入

れた最適モデルは次のとおり。 

୺ຠᯝ㡯 + [኱Ꮫ]䠖[ᏛṔ] + [ୡ௦] : [ᏛṔ] 

(BIC = 68471, df = 42) 

交互作用項の推定್は表 9 となり、G4 と大学ᰯ等, 公立大学と

私立大学が統合されることから、地域の大学総合病院との関係が

示唆される。また、出㌟大学はかなり大括りになる。更に、科研費

取得と博士号取得、世代間には⡆単な線形関係はないことが分

かる。 

表 9 医歯薬学の ZIP2 次最適モデルの交互作用項の推定್ 

 

一方、Logit で水準統合すると BIC は 68449(df=144)となり ZIP

に຾る。་ṑ⸆Ꮫ䛾 Logit 䝰䝕䝹䛿ୖグ䛾 ZIP ஺஫స⏝䝰䝕䝹

䛻䜒຾䜛。Logit モデルの水準統合は[所属大学㼉 䊻 㼇世代㼉 䊻 

[学Ṕ㼉 䊻 㼇職位]の順であり、各変量で統合された水準(・)は次の

とおり。 

[所属大学]：国立大 G1, G2, G3, G4・公立大・私立大・ 

大学ᰯ等 

[世代]：氷河期, 䝞䝤ル, しらけ, 大正᫛࿴一᱆・↝㊧・ᅋሢ 

[学Ṕ]：博士, 学士・その他, 修士 

[職位]：研究科長等, 教授, ຓ教・ㅮᖌ・准教授 
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結果、G4、公私立大学等統合され、地域大学総合病院との関係

の示唆とともに、科研費採択件数上、准教授以下の職位は同水

準と見なされることが分かる。 

  

7. まとめ  

本研究では、公表されている科研費代表者の情報からその取

得件数と教員との関係を調べた。無論、科研費には審査があり、

申請しても採択されないこともある。しかし、申請件数は文科省や

JSPS から公表された分野別等の大括りの集計数しか存在せず、

教員ベースのデータはない。この推定は今後の課題である。 

本研究から科研費代表者取得件数と教員数には、0 件取得者

数が極めて多いという zero-inflate が見られる。そのため、一般化

線形モデル(PO, NB, ZIP, ZINB)でモデルを評価すると、ゼロに特

別の重みを付ける ZIP や ZINB が最適と推定された。 

 更に、教員の 13 共変量を用いた回帰分析でも PO や NB より

ZIP モデルの優位が確認された。ただし、本研究における ZIP 回

帰では、モデル平均母数のみのモデルを構築しており、zero- 

inflate 確率に関しては、定数と仮定して推定している。本来、ZIP

では母数が 2 つあり、回帰式を 2 つ立てて推定する。本研究では、

2 つの理由から後者の母数を定数と置いた。1)計算量の縮小。13

変量の主効果モデルの網羅計算だけでも 8,192 式である。これに

加えて、別の母数を網羅的に求めることは不可能である。しかも、

一般化線形モデルのモデル評価の近似計算手法としてステップ

ワイズ(BIC の変数増減法等)があるが、この場合には、ステップワ

イズによる評価は使えず、2)zero-inflate 確率を回帰式でモデル

定式化しても、実は本研究の目的とはあまり関係がない。具体的

には、科研費 0 件の inflate とは、そもそも研究を実質本務としな

い教員の特性との差の問題であり、そういった教員の存在自体は

おかしなことではない。この現象を学術的・科学的に追究する意

味はあるが、政策的意義には乏しい。なぜならば、本研究の目的

は、科研費などのグラントが研究者(大学教員)にどのような影響を

及ぼすのか、及ぼされるのかを究明し、よりパフォーマンスの高い

政策への貢献が第一であって、各分野の御家事情の暴露・解明

ではないからである。 

 前記のとおり ZIP モデルの優位性とともに、0 件構造分析も含め

た柔軟なカテゴリカルモデルとして、多項ロジスティック(多項ロジ

ット)回帰モデル解析も行った。後者の特徴は、目的変数、即ち科

研費取得件数が ZIP などの分布を仮定せず、より制約の緩いモ

デルであることである。しかし、例えば、観測終年が 91 年(2 番目)

とすると、観測時点数は 1 か 2、氷河期世代(70-86 年)の教員もあ

りえない(日本では大幅な飛び級は存在しない)。また、目的変数

の科研費取得件数は 0, 1, 2 しかありえない。この制約をモデルに

入れないと意味ない母数も推定しているが、現時点でこの問題は

解決されていない。変量間の関係による制約まで厳密に規定す

るとなると難しいが、単なるゼロ制約だけならば、理論的には最初

から未知母数を設定しなければよいだけである。しかし、多項ロジ

スティック回帰に関するゼロ制約計算の例は見当たらず、本研究

での計算では実現されていない。 

 全体と各分野に対して、ZIP と多項ロジット(Logit)の計算を行っ

たが、結果的にどちらが必ず優性とはならなかった。これは、必ず

しも科研費採択数が ZIP 分布に沿わない一方、現時点の Logit

モデルでは情報量にムダが発生し、結果両者が均衡する結果で

ある。 

 また、いずれにしても 13 変量や各水準設定の妥当性は検証さ

れていない。そのため、ステップワイズ(BIC 変数増減法)を使うと

最適モデルと違うモデルを引っ張ってしまう。そのため、Logit と

ZIP それぞれで、8,192 式の網羅計算、水準統合により、BIC によ

る最適モデルを導出し、2 次交互作用項を 3 項までは網羅計算、

4 項以降は BIC 変数増加法で計算した。 

 結果の解釈は本文で述べたので割愛するが、Logit モデルでも、

全体と各分野それぞれで、若い世代で、職位が上位の教員ほど、

科研費代表採択と正の関係があると判明した。この相反傾向は

相場観としては尤もで、本モデルで統計的に把握できた意義は

大きい。 

また、教員の異動回数は 1 以上であれば概ね回数に関係なく、

採択数に正の関係があることも判明した。このことは政策的にも重

要である。更に、G1 大学や博士号(満期修了も含む)が正の関係

が大きいと判明した。 

 加えて、特に分野別解析に関しては、大学教員は高度な学術

的背景を要する業務であり、容易に専門分野を変えることはでき

ない。即ち、分野の独立性高いという背景がある。 

 以上から 11 分野に対して解析したところ、人文学や社会科学、

医歯薬学のゼロインフレート率が高い一方、農学や複合新領域、

工学では低いと判明した。 

今後、更にモデル改善を図り、他制度への適用等を考えた

い。 
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附録 

本研究では、当所の論文分析[6]で国立大を論文数シェア※で４

群分類 

G1：5％以上  （論文数の概ね上位 25％相当）、 4 大学 

G2：1～5％  （G1 以外の上位 50％まで）、     10 大学 

G3：0.5～1％  （G1・G2 以外の上位 75％まで）、17 大学 

G4：0.5％以下（G1・G2・G3 以外）、            55 大学 

G1：東北大、東京大、大阪大、京都大（4 大学） 

G2：名古屋大、北海道大、九州大、東工大、筑波大、千葉大、 

神戸大、広島大、金沢大、岡山大 （10 大学） 

G3：愛媛大、名工大、東京農工大、静岡大、三重大、信州大、 

富山大、岐阜大、新潟大、東京医科歯科大、横浜国大、 

山形大、山口大、群馬大、長崎大、熊本大、鹿児島大 

 (17 大学） 

G4：その他 55 国立大               【群内大学順不同】 

※ 論文数シェア 

 論文著者の所属機関所在国に対して件数を分数カウントで積

算した国内シェア 

  例）東大理学部、東大工学部、京大、カリフォルニア工科大の 

     所属研究者による共著論文 ⇒ 日本: 3/4 件, 米国: 

1/4 件とカウント 

対象 DB：トムソンロイター社 Web of Science (Science Citation 

Index Expanded) 




